
【様式第３号（別添様式２－３）】

※太枠内のみ記入してください

1.助成金種別 ※下記【留意事項】（１）より該当する助成金の番号を記載

2.雇用保険適用事業所番号

3.対象労働者氏名 4.対象労働者種別

5.性別 6.生年月日

7.対象労働者住所

8.個人番号

〒

（TEL）

〒

（TEL）

【留意事項】

障害者雇用関係助成金個人番号登録届

事
業
所 － －

対
象
労
働
者
の
状
況

 1:男
 2:女

 3:昭和
 4:平成
 5:令和 日年 月

※本人確認

対象労働者の状況欄３～８ の記載内容について相違ないことを対象労働者本人に確認しましたか。

日
□はい　　□いいえ

年 月

　上記の記載内容に誤りのないことを証明します。
　また、個人番号の取得にあたっては、本人確認（番号確
認と身元確認）及び利用目的の明示を行いました。

事業主

住
所

年 月

※申請者が代理人の場合、右上欄に助成金の支給に係
る事業主の住所、名称及び氏名を記入し、右下欄に、代
理人の住所、名称及び氏名を記入してください。 申請者
が社会保険労務士法施行規則第16条第2項に規定する
提出代行者又は同規則第16条の3に規定する事務代理
者の場合、右上欄に事業主の住所、名称及び氏名を記
入し、右下欄に提出代行者又は事務代理者の住所、名
称及び氏名を記入してください。

代理人
又は

社会保険労務士
（提出代行者・事務

代理者の表示）

住
所

日
名
称労　働　局　長　殿 

1:身体障害者（重度含む） 2:知的障害者（重度
含む）
3:精神障害者   　　　　　　　4:難病患者

また、２から５までの助成金の支給申請の際に、対象労働者種別が難病患者の場合であり、対象労働者が難病の患者に対する医療等
に関する法律（平成26年法律第50号）に基づき、都道府県又は指定都市から「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利
用等に関する法律」（平成 25 年法律第 27 号）に基づく情報提供ネットワークシステムを利用した情報連携（マイナンバー連携）により指
定難病登録者証の提供を受けている場合、この登録届を提出することにより、難病患者であることを確認することができます。支給申請
書の添付書類として提出してください。

※ 対象労働者が発達障害者の場合や難病患者であっても指定難病登録者証の提供を受けていない場合は、この登録届は使用できま
せんので、診断書（写）等を提出してください。

(4) 個人番号を取得する際には、利用目的を特定して、本人へ通知する必要がありますので、別の目的で対象労働者の個人番号を既に取
得している場合であっても、助成金の申請に利用することを改めて本人へ通知する必要があります。

(1) 対象労働者種別が身体障害者、知的障害者又は精神障害者の場合、この登録届を提出することにより、次の１から４までの助成金の
支給申請の際に、身体障害者手帳（写）・療育手帳（写）・精神障害者保健福祉手帳（写）の提出を省略することができます。支給申請書
の添付書類として、提出してください。

＜該当となる助成金＞
　　１：特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者コース）
　　２：障害者雇用安定助成金（障害者職場定着支援コース）
　　３：人材開発支援助成金（障害者職業能力開発コース）
　　４：キャリアアップ助成金（障害者正社員化コース）
　　５：特定求職者雇用開発助成金（発達障害者・難治性疾患患者雇用開発コース）

(2) この登録届の提出は任意です。身体障害者、知的障害者、精神障害者又は難病患者以外の対象労働者の場合や、身体障害者手帳
（写）・療育手帳（写）・精神障害者保健福祉手帳（写）・指定難病登録者証（写）等の提出をする場合は、提出は不要です。

(3) 　［8欄］「個人番号」は、必ず番号確認と身元確認の本人確認を行った上で、個人番号を記載してください。

名
称

氏
名

（ 公共職業安定所長）
氏
名


